
   

（ 電子提供措置事項のうち法令および定款に基づく

書面交付請求による交付書面に記載しない事項 ）

上記事項につきましては、法令および当社定款の規定に基づき、書面交付請求を

いただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆

様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送り

いたします。

第80期定時株主総会資料

１.事業報告

業務の適正を確保するための体制および
当該体制の運用状況の概要

２.連結計算書類

連結株主資本等変動計算書
連結注記表

３.計算書類

株主資本等変動計算書
個別注記表

第80期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

株式会社 三ッ星



   

１．事業報告
業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要

① 業務の適正を確保するための体制の決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の

適正を確保するための体制について、その決定内容の概要は以下のとおりであります。

１．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に対する体制

株主総会ならびに取締役会議事録、決裁申請書、決算に関する計算書類、契約書等取締役の

職務の執行に係る重要書類については、文書管理規程に基づく保存期間において、保存するも

のとし、必要に応じて閲覧可能な状態を維持することとする。

２．当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社および子会社のコンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティおよび国内・

国外取引等に係るリスク管理については、諸規程、ガイドラインの制定、マニュアルの作成・

配布および教育研修の実施等を行うものとする。

万一、不測の事態が発生した場合には、代表取締役を本部長とする緊急対策本部を設置して

これにあたり、その被害を最小限に止める体制を整える。

監査室は、これらリスク管理状況に関する監視をなすものとし、その結果を定期的に代表取

締役に報告する。また重要な事項については、取締役会において改善策等を審議決定する。新

たに生じたリスクについては取締役会の指示に基づきその管理体制を整える。

３．当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は、毎月１回定例会議を開催するほか必要に応じて適時開催するものとする。

取締役会は、全役職員が共有するべき全社的な目標を定め、以下の管理システムに従った取

締役の職務の執行と監視機能の強化・効率化を図る。

⑴ 職務権限・意思決定ルールの策定

⑵ 取締役会による中期経営計画の策定、年度経営計画に基づく部門毎の業績目標と予算の設

定、月次・四半期業績管理の実施

⑶ 取締役・部門長等を構成員とする経営会議の設置

⑷ 取締役会および経営会議における月次業績のレビューと改善策の検討・実施

⑸ 子会社の四半期毎の業績および業務執行内容の取締役会への報告

⑹ 子会社に対し、関係会社管理規程に則り、一定の重要事項については、取締役会に承認を

求め、または報告することの義務付け

⑺ その他、全社的な業務の効率化を実現するシステムの検討・構築ならびに取締役相互間の

監視監督機能をより実効あらしめるシステムの検討・構築

４．当社および子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制

当社および子会社はコンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス規程等を制定す

るとともに、企業行動基準、企業倫理規範を含めた危機管理・コンプライアンスカードを全役

職員に携帯させ、法令遵守、企業倫理の周知徹底を図り、コンプライアンス委員会を設置し総

務部内に事務局を置くとともに、推進委員を任命し、その推進のための体制を整える。また、

顧問弁護士との連携を常に密にする。企業活動のリスクの早期発見を促し、重大な問題を防ぐ

ことを目指して、内部通報制度を導入し、委員会事務局を窓口として設ける。

内部監査部門として、執行部門から独立した監査室を置く。また、監査等委員会は当社およ

び子会社の法令遵守体制および内部通報制度の運用に問題があると認めるときは、意見を述べ

るとともに、改善策の策定を求めることができるものとする。
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５．当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

取締役は、当社および子会社において、法令違反その他コンプライアンスに関する重要な発

見をした場合には、監査等委員会に報告するものとする。

当社および子会社は、グループ全体の企業価値の向上を図り、社会的責任を全うするため、

コンプライアンス規程等を制定し、親会社・子会社間との指揮・命令、意思疎通の連携を密に

し、指導・助言・評価を行いながら、グループ全体としての業務の適正を図る。

子会社の管理を担当する部門は、関係会社管理規程に基づき、子会社の経営状況を把握し、

その業務が適正に行われるよう指導、支援を行い、法令遵守体制、リスク管理体制の構築を推

進し、管理するものとする。

６．監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項

監査等委員会がその職務を補助すべき取締役および使用人を置くことを求めた場合、当社の

取締役および使用人から監査等委員会補助者を任命することとする。

７．前号の取締役および使用人の取締役（当該取締役および監査等委員である取締役を除く。）か

らの独立性に関する事項および監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に対する

指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会補助者の評価は監査等委員会が行い、監査等委員会補助者の任命、解任、人事

異動、賃金等の改定については、監査等委員会の同意を得たうえで、取締役会が決定すること

とし、取締役からの独立を確保するものとする。

また、監査等委員会補助者は、業務の執行に係る役職を兼務しないこととする。

取締役（当該取締役および監査等委員である取締役を除く。）は、監査等委員会補助者に対

しては、監査等委員会の補助業務に関し指揮命令を行わない。

８．取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使用人が監査等委員会に報告をするための

体制その他の監査等委員会への報告に関する体制、報告をしたことを理由として不利な取り扱

いを受けないことを確保するための体制

当社および子会社の取締役（当社の監査等委員である取締役を除く。）および使用人が、監

査等委員会に対し法定の事項に加え、当社および子会社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査

の実施状況に関する事項、コンプライアンス・ホットラインによる通報内容に関する事項等を

速やかに報告する体制を確保する。

当該報告を行った当社および子会社の取締役（当社の監査等委員である取締役を除く。）お

よび使用人に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保

する。

９．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執

行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

当社は監査等委員の職務の執行について生ずる費用を予算化し、監査等委員がその職務の執

行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をした場合は、当該監査等委員の職務の遂

行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理するものとす

る。

10．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員会と取締役会との間の定期的な意見交換会を設定する。

また、監査等委員会から監査室に対し業務調査権の付与等を行って連携し、会計監査人とも

連絡を密にすることとする。

－ 2 －



   

11．財務報告の信頼性を確保するための体制

当社および子会社は、金融商品取引法の定めに従い、健全な内部統制環境の保持に努め

る。また、有効かつ正当な評価ができるよう内部統制システムを構築し、適正な運用に努め

ることにより、財務報告の信頼性と適正性を確保する。

12．反社会的勢力の排除に向けた体制

⑴ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社では、反社会的勢力との関係を根絶することを基本方針とし、株式会社三ッ星コンプ

ライアンス企業行動基準に「反社会的勢力へは毅然たる態度で接する」ことを明記し、反社

会的勢力の排除に取り組む。

また、子会社においても上記内容に準じ、反社会的勢力の排除に取り組む。

⑵ 反社会的勢力排除に向けた体制整備状況

反社会的勢力の排除に向けた整備状況は、「株式会社三ッ星コンプライアンス企業倫理規

範」には「健全な社会秩序の維持を重視する企業」として、また「社員行動規範」には、

「反社会的勢力との対決」として、各々具体的な倫理規範や行動規範を定める。さらに、

「不当要求防止のための対応の心得」として不当要求に対する対処マニュアルを作成し、業

務運営のなかで周知徹底する。

また、当社使用人に向けた反社会的勢力との関係根絶を含めたコンプライアンス研修の開

催や所轄警察署、弁護士等の外部専門機関との連携を図ることで、反社会的勢力による被害

防止を図る取り組みを行う。さらに、「企業防衛連合協議会」等に加盟し、不当要求等への

対応方法や反社会的勢力に関する情報収集を実施し、万一に備えた体制強化を図る。

② 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりで

あります。

１．株主総会ならびに取締役会議事録、決裁申請書、決算に関する計算書類、契約書等取締役の職

務執行に係わる重要書類については、文書管理規程に基づいて保存されていることを期中監査

において確認いたしました。

２．監査等委員会のメンバー全員は、独立性、専門性を有する社外取締役で構成しており、内部監

査部門および会計監査人等から機動的に情報収集や内部統制およびリスク管理等の運用状況、

監査報告等の情報をモニタリングし、実査も含めガバナンス強化に向けた監視を行う体制をと

っており、取締役会等の重要な会議への出席を通じ、業務執行取締役から業務執行の報告を受

けるとともに、その意思決定や内容について監督を行っております。

監査等委員会においては、内部監査部門が行った監査に関する報告を受けるほか、子会社にお

ける内部監査部門との同行監査、重要資料等の閲覧、取締役の業務執行把握のためのヒヤリン

グを実行しております。また、会計監査人とは、期中レビュー結果報告時など定期的に意見交

換しており、内部監査部門を交えた三様監査形態により情報を共有する機会を設けるなど、連

携を密にしております。

３．取締役会は、毎月１回の定例会議と４回の臨時取締役会で16回開催いたしました。その他、会

社法第370条および定款の規定に基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が２回

ありました。

また、業務執行に関する重要事項等を検討するため、適宜、経営ミーティングも行いました。

４．経営会議は、四半期毎に実施し月次業績のレビューと改善策の検討を行いました。

５．当事業年度は、監査等委員会を11回開催し、監査に関する重要な事項について協議・決議を行

いました。

６．コンプライアンスに対する取り組みとしては、監査室が法令、定款、社内規程等の遵守状況を

監査し、会社の業務が適切に行われていることを確認しております。
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７．反社会的勢力排除に向けた取り組みとしては、「企業防衛連合協議会」等から、不当要求等へ

の対応方法や反社会的勢力に関する情報収集を行いました。

８．財務報告に係わる内部統制は、内部統制マニュアルに基づき、内部統制実施計画を作成すると

ともに、その実施状況を確認するため、内部統制委員会を開催いたしました。
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イ. 有形固定資産（リース資産を除

く）

当社および連結子会社は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ２年から50年

機械装置及び運搬具 ２年から17年

ロ. 無形固定資産（リース資産を除

く）

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアは、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。

ハ．リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自

己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用

しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。

連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数 ５社

・連結子会社の名称 シルバー鋼機株式会社

MITSUBOSHI PHILIPPINES CORPORATION

株式会社河南伸銅所

エムシーレフィラ株式会社

その他１社

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、シルバー鋼機株式会社、株式会社河南伸銅所、エムシーレフィラ株式会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致しております。

また、MITSUBOSHI PHILIPPINES CORPORATION、その他１社の事業年度の末日は12月31日であります。連結計

算書類を作成するにあたっては、決算日現在の計算書類を使用しており、連結決算日との間に生じた重要な取

引について連結上必要な調整を行っております。なお、当事業年度より、株式会社河南伸銅所は決算日を９月

30日から３月31日に変更しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準および評価方法

イ．有価証券

・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ 時価法

ハ．棚卸資産

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
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③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 当社および国内連結子会社の従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給

見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

一部の連結子会社は確定給付型の制度を採用しており、原則法または簡便法により算定しております。

⑤ 重要な外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外連結子会社の資産および負債は、在外連結子会社の決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換

算調整勘定に含めて計上しております。

⑥ 重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ会計によって行うこととしております。なお、通貨スワップ

または為替予約が付されている外貨建金銭債務等について振当処理の要

件を満たしている場合は、振当処理を行っております。さらに金利スワ

ップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を行

っております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段……金利スワップ取引・通貨スワップ取引・為替予約取引

ヘッジ対象……外貨建金銭債権債務および借入金

ハ．ヘッジ方針 為替変動のリスクを軽減するために債務残高および成約高の範囲内で利

用することを方針としております。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法 為替予約の実行および管理は当社の経理部で行っております。ヘッジ対

象とヘッジ手段の相場変動およびキャッシュ・フロー変動の累計を比較

し、両者の変動額等によって有効性を評価しております。

⑦ 収益および費用の計上基準

約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見

込まれる金額で収益を認識しております。なお、主要な事業における主な履行義務の内容および収益を認識

する通常の時点については、「２．収益認識に関する注記」に記載のとおりであります。

⑧ その他連結計算書類作成のための重要な事項

単体納税制度を適用しております。
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・商品・製品・原材料・

仕掛品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）

① 有形固定資産（リース資

産を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

② 無形固定資産（リース資

産を除く）

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアは、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準および評価方法

1)有価証券の評価基準および評価方法

① 子会社株式 移動平均法による原価法

② その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

2)デリバティブの評価基準および評価方法

デリバティブ 時価法

3)棚卸資産の評価基準および評価方法

・貯蔵品 最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

建物 ２年から38年

機械及び装置 ２年から17年

③ リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の

固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負

担すべき額を計上しております。

(4) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ会計によって行うこととしております。なお、通貨スワップ

または為替予約が付されている外貨建金銭債務等について振当処理の要

件を満たしている場合は、振当処理を行っております。更に金利スワッ

プについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を行っ

ております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段……金利スワップ取引・通貨スワップ取引・為替予約取引

ヘッジ対象……外貨建金銭債権債務および借入金

③ ヘッジ方針 為替変動リスクの低減のために債務残高および成約高範囲内で利用する

ことを方針としております。

④ ヘッジ有効性評価の方法 為替予約の実行および管理は当社の経理部で行っております。ヘッジ対

象とヘッジ手段の相場変動およびキャッシュ・フロー変動の累計を比較

し、両者の変動額等によって有効性を評価しております。
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投資有価証券 122,404千円

計 122,404千円

長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む) 26,540千円

計 26,540千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,776,566千円

MITSUBOSHI PHILIPPINES CORPORATION 360,000千円

株式会社河南伸銅所 179,446千円

計 539,446千円

短期金銭債権 201,500千円

長期金銭債権 84,995千円

短期金銭債務 81,254千円

売上高 34,764千円

仕入高 1,229,507千円

営業取引以外の取引高 5,213千円

(5) 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、事業年度末の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として計上して

おります。

(6) 収益および費用の計上基準

約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見

込まれる金額で収益を認識しております。なお、主要な事業における主な履行義務の内容および収益を認識

する通常の時点については、「２．収益認識に関する注記」に記載のとおりであります。

(7) その他計算書類作成のための基本となる事項

該当事項はありません。

２．収益認識に関する注記

連結注記表に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

３．会計上の見積りに関する注記

電線事業における棚卸資産の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

商品及び製品 1,329,928千円

仕掛品 131,374千円

原材料及び貯蔵品 256,763千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

電線事業における棚卸資産は、主たる構成要素である銅の相場の変動や将来需要、市場状況、販売戦略の変

化などによる価格変動リスクに晒されております。当社グループは過去の売上実績および将来の銅相場の見込

みを基礎として棚卸資産の正味売却価額を見積り、取得価額と正味売却価額を比較して評価減を検討しており

ます。

実際の銅の相場変動等が見積りよりも悪化した場合、追加の評価減が必要となる可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産および担保に係る債務

(3) 保証債務

他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

(4) 関係会社に対する金銭債権・債務

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
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